
○光市自治会集会所等建設補助金交付規則 

平成１６年１０月４日 

規則第７５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、地域コミュニティ活動の推進を図り、地域の連帯意識と

福祉の向上に寄与するため、地域住民が行う自治会集会所及び町内会集会所

（以下「自治会集会所等」という。）の新築又は取得、増改築、補修（以下

「建築」という。）を実施する場合に、その建築費を市が補助することに関

し必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象） 

第２条 補助対象となるのは、自治会、町内会等の住民団体（以下「団体」と

いう。）が単独又は共同して前条の規定に基づいて建築し、かつ、将来団体

において管理運営する自治会集会所等とする。 

２ 前項の建築については、市内に本店、支店、営業所等所在地を有する法人

又は市内に住所を有する個人事業者が施工する場合に限り、補助対象とす

る。 

（補助額） 

第３条 自治会集会所等の建築工事に対する補助金の額は、次の各号の建築の

区分に応じ、それぞれ当該各号の算出方法により得た額とし、予算の範囲内

において補助する。 

(１) 新築又は取得 新築又は取得に要する額の５分の２の額とし、最高限

度額を８００万円とする。 

(２) 増改築 １件５０万円を超える整備について、その経費の３分の１の

額とし、最高限度額を８００万円とする。 

(３) 補修 １件３０万円を超える整備について、その経費の３分の１の額

とし、最高限度額を２００万円とする。ただし、排水設備（光市下水道条

例（平成１６年光市条例第１５１号）第２条第４号に規定する排水設備）



の整備については、１件当たりの整備費の額は問わないものとする。 

２ 前項の規定により補助金の交付を受けた団体は、同一の対象事業の区分に

ついては、天災等により市長が特に認めた場合を除き、補助金の交付後１０

年間は重ねて補助しないものとし、補修については、補助金の交付後５年間

は重ねて補助しないものとする。ただし、排水設備を整備する場合（整備に

伴う必要な改修工事等を含む。）については、この限りでない。 

３ 補助金として算出した額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これ

を切り捨てた額を交付するものとする。 

（申請） 

第４条 補助金を受けて自治会集会所等を建築しようとする団体は、自治会集

会所等建設補助金交付申請書（様式第１号）に自治会集会所等利用計画書

（様式第２号）、平面図、付近の見取図及び見積書を添付して市長に申請し

なければならない。 

（交付決定） 

第５条 市長は、前条の申請書の提出があった場合において、補助金の交付の

可否を決定し、自治会集会所等建設補助金交付・不交付決定通知書（様式第

３号）により通知するものとする。 

（事業計画の変更） 

第６条 補助金の交付決定を受けた団体（以下「交付団体」という。）は、事

業を中止し、又は計画を変更しようとするときは、中止にあってはその旨を

書面をもって市長に通知するものとし、計画変更にあってはあらかじめ市長

に事業計画変更承認申請書（様式第４号）を提出して、その承認を受けなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があった場合において、その内容を審査し、

変更の内容が適当であると認めるときは、これを承認し、事業計画変更決定

通知書（様式第５号）により交付団体に通知するものとする。 

（実績報告） 



第７条 交付団体は、交付対象事業が完了したときは、完了した日から３０日

以内に、自治会集会所等建設補助金実績報告書（様式第６号）に自治会集会

所等建設補助金工事精算書（様式第７号）、平面図、完成写真及び建築事業

者からの請求書又は領収書を添えて、市長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第８条 市長は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、その内容を審査

し、適当であると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、自治会集

会所等建設補助金交付確定通知書（様式第８号）により通知するものとす

る。 

（補助金の請求） 

第９条 前条の規定による通知を受けた交付団体は、自治会集会所等建設補助

金交付請求書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１０条 市長は、前条の請求書が提出されたときは、速やかに交付団体に対

して補助金を交付するものとする。 

（補助金の返還） 

第１１条 市長は、交付団体が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金

の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

(１) 提出書類の記載事項に偽りがあったとき。 

(２) 補助金を申請の目的以外に使用したとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、不正の行為があったとき。 

（立入調査） 

第１２条 市長は、必要があると認めるときは、交付金の交付を受けようとす

る申請団体又は交付団体（以下「申請団体等」という。）に対し、担当職員

を立ち入らせて帳簿、書類その他について、必要な調査を行うものとする。 

（指示） 

第１３条 市長は、前条の規定による立入調査の結果、必要があると認めると



きは、申請団体等に対し、必要な指示をすることができる。 

（関係書類の保管） 

第１４条 交付団体は、事業に係る帳簿及び証拠書類又は証拠物を事業終了年

度の翌年から起算して５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第１５条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１６年１０月４日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の光市小集会所建築補助金交付

規則（昭和４７年光市規則第１３号）又は大和町町内会集会所建設等補助金

交付要綱（昭和５４年３月２０日）の規定によりなされた処分、手続その他

の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成２６年規則第１３号） 

この規則は、平成２６年５月１日から施行する。 

附 則（平成２７年規則第２８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の光市小集会所建築補助金

交付規則によりなされた処分、手続きその他の行為は、この規則の相当規定

によりなされたものとみなす。 

３ 改正後の光市自治会集会所等建設補助金交付規則第３条第２項の規定は、

この規則の施行の日以後に補助金の交付を受けた団体について適用し、同日

前に補助金の交付を受けた団体については、なお従前の例による。 

附 則（平成３０年規則第１１号） 



この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年規則第３１号） 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。 



 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 


